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参照推奨サイト
（化学物質関係）

化学物質による労働災害
防止のための新たな規制
について

https://www.mhlw.go.jp/stf/sei

sakunitsuite/bunya/0000099121

_00005.html

職場のあんぜんサイト：
化学物質情報

https://anzeninfo.mhlw.go.jp/u

ser/anzen/kag/kagaku_index.ht

ml

ケミガイド https://chemiguide.mhlw.go.jp
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本日の話題

 化学物質の自律的管理が
重視されることとなった背景

 化学物質に係る労働災害発生状況

 化学物質の自律的管理を
担保するための規制強化について

 化学物質の自律的管理の概要

 問い合わせの例
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化学物質の自律的管理が

重視されることとなった背景

5



化学物質管理の考え方の変遷

 これまでの労働安全衛生法は、有機溶剤
中毒予防規則、鉛中毒予防規則、四アルキ
ル鉛中毒予防規則、特定化学物質障害予防
規則のような形（いわゆる特別則）で、
「この物質はこう管理しましょう」と個別
規制する（管理手法の正解を示す）ことを
前提としてきた。
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化学物質管理の考え方の変遷

 労働安全衛生法において、特別則で規制
されている化学物質は、概ね、危険性・有
害性が特に強いと認知されている物質と言
える。

 一方で、「特別則で規制されていないこ
と」は「安全であること」と同義ではない。

 実際、化学物質による労働災害の発生状
況の統計では、特別則の規制対象ではない
化学物質を原因とするものが、全体の8割
を占める状況となっている。
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化学物質管理の考え方の変遷

 特別則の規制対象ではない化学物質につい
ては、以下のような特徴があると言える。

① 種類が多く（危険・有害な可能性がある物質だけ
でも数万種） 、かつ、合成技術の進歩などによ
り種類が増えていく

② 事業場での使用方法や組合せの種類が千差万別で
あり、画一的な管理に馴染まない

③ 危険性・有害性がある場合でも、特別則の規制対
象物質ほどは、その点が認知されていない可能性
がある

→ゆえに、これらの物質による労働災害を減少
させるには、使用する化学物質の危険性・有害
性を確認しながら、事業場ごとの状況に応じた
対策を、事業場自ら検討することが望ましい。
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化学物質管理の考え方の変遷

 そこで、一定程度の危険性・有害性があ
る物質については、リスクアセスメント対
象物と呼称することとし、事業場での自律
的な管理の強化に重点を置いた法令改正が
なされた（令和6年度に全面施行）。

 リスクアセスメント対象物は、国（政
府）によるGHS分類結果に基づき、今後も
追加されていく見込み。
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【参考】
化学物質対策に関するＱ＆Ａ（リスクアセスメント関係）

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11389.html



化学物質ごとの
個別規制では
労働災害を
防ぎきれない

↓
自律的な管理の
比重を増やす
必要性がある

労働災害の8割が
発生している
エリア

10ここまでの
まとめ



リスクアセスメント対象物の一覧

リスクアセスメント対象物の種類（数え方により変動あり）

 令和7年（2025年）4月1日現在 1537種類～

 令和8年（2026年）4月1日～  2316種類～（見込み）

 令和9年（2027年）4月1日～ 2469種類～（見込み）
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リスクアセスメント対象物一覧
（令和７年4月1日及び令和8年4月1日施行分）

https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001168179.xlsx

リスクアセスメント対象物一覧
（令和9年4月1日施行分）

https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001474395.xlsx



（参考）施行済の改正法令①

規 制 項 目
令和4年
4月1日

令和5年
4月1日

令和6年
4月1日

化
学
物
質
管
理
体
系
の
見
直
し

ラベル表示・通知しなければならない化学物質の追加
【法第57条、法第57条の2、令別表第９】

●

ばく露を最小限にすること 【安衛則第577条の2第1項】
ばく露を濃度基準値以下にすること 【安衛則第577条の2第2項】

● ●

ばく露低減措置等の意見聴取、記録作成・保存
【安衛則第577条の2第10項～12項】

●

皮膚等障害化学物質等への直接接触の防止（健康障害を起こすおそれのある物質）
【安衛則第594条の2、３】

● ●

衛生委員会付議事項の追加
【安衛則第22条】

● ●

がん等の遅発性疾病の把握強化
【安衛則第97条の2】

●

リスクアセスメント結果等に係る記録の作成保存
【安衛則第34条の2の8】

●

化学物質労災発生事業場への労働基準監督署長による指示
【安衛則第34条の2の10】

●

リスクアセスメントに基づく健康診断の実施・記録作成等
【安衛則第577条の2第3項～10項】

●

がん原生物質の作業記録の保存
【安衛則第577条の2第１１項】

●
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（参考）施行済の改正法令②

規 制 項 目
令和4年
4月1日

令和5年
4月1日

令和6年
4月1日

実
施
体
制
の
確
立

化学物質管理者・保護具着用管理責任者の選任義務化
【安衛則第12条の5、6】

●

雇入れ時等教育の拡充
【安衛則第35条】

●

職長等に対する安全衛生教育が必要となる業種の拡大
【安衛施行令第19条】

●

情
報
伝
達
の
強
化

ＳＤＳ等による通知方法の柔軟化
【安衛則第34条の２第３項】

●

ＳＤＳ等の「人体に及ぼす作用」の定期確認および更新
【安衛則第24条の15第1項及び第3項】、【第34条の2の5第2項及び第3項】

●

ＳＤＳ等による通知事項の追加および含有量表示の適正化
【安衛則第24条の15第1項、第34条の2の4、第34条の2の6】

●

事業場内別容器保管時の措置の強化
【安衛則第33条の2】

●

注文者が必要な措置を講じなければならない設備の範囲の拡大
【安衛施行令第9条の3】

●

管理水準良好事業場の特別規則等適用除外
【特化則第２条の３、有機則第４条の２、鉛則第３条の２、粉じん則第３条の２】

●

特殊健康診断の実施頻度の緩和
【特化則第39条第４項、有機則第29条第６項、鉛則第53条第４項、四アルキル鉛則第22条４項】

●

第3管理区分事業場の措置強化
【特化則第36条の３の２、有機則第28条の３の２、鉛則第52条の３の２、粉じん則第２６条の３の２】

●
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補足
 「リスクアセスメント対象物」には、特別則の個
別規制がある物質も含まれている。

 特別則の対象物質は、リスクアセスメントを行っ
た上で、それぞれの特別則に則って管理を行うこと
が原則となる。
しかし、特別則の裾切値※と「リスクアセスメント

対象物」としての裾切値が異なる場合、濃度によっ
ては特別則の規制対象ではないがリスクアセスメン
ト対象物ではあるという状況が有り得ることに注意。
この場合、特別則通りの管理をする必要はないが、
別途、自律的な管理手法の検討が必要となる。

 【例】水96％＋メタノール4％の混合物は、メタノー
ル（第二種有機溶剤等）が5％以下のため、有機溶剤
中毒予防規則の適用はないが、0.1％は超えているた
め、「リスクアセスメント対象物」には該当する。

14

※裾切値：法令の規制対象となるか否かの基準となる重量％濃度
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重量％濃度
リスクアセスメント対象物

裾切値

特別則
裾切値

リスクアセスメント対象物に該当

特別則の規制物質に該当

０

特別則の規制はないが
リスクアセスメントは
必須の範囲

リスクアセスメントを実施
した上で、特別則に則って
管理を行うことが原則の範囲

補足



補足

（前略）

９ リスクの見積り 

（１）事業者は、リスク低減措置の内容を検討するため、安衛則第 34 条の２の７第２項に基づき、
次に掲げるいずれかの方法（危険性に係るものにあっては、ア又はウに掲げる方法に限る。）により、
又はこれらの方法の併用によりリスクアセスメント対象物によるリスクを見積もるものとする。

（中略）

ウ ア又はイに掲げる方法に準ずる方法。具体的には、次に掲げる方法があること。 

（ア）リスクアセスメント対象物に係る危険又は健康障害を防止するための具体的な措置が労働安全
衛生法関係法令（主に健康障害の防止を目的とした有機溶剤中毒予防規則（昭和 47 年労働省令第 
36 号）、鉛中毒予防規則（昭和 47 年労働省令第 37 号）、四アルキル鉛中毒予防規則（昭和47 年
労働省令第 38 号）及び特定化学物質障害予防規則（昭和 47 年労働省令第 39 号）の規定並びに主
に危険の防止を目的とした令別表第１に掲げる危険物に係る安衛則の規定）の各条項に規定されてい
る場合に、当該規定を確認する方法。

（中略）

10 リスク低減措置の検討及び実施 

（１）事業者は、法令に定められた措置がある場合にはそれを必ず実施するほか、法令に定められた
措置がない場合には、次に掲げる優先順位でリスクアセスメント対象物に労働者がばく露する程度を
最小限度とすることを含めたリスク低減措置の内容を検討するものとする。

（後略）
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化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針

https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001091557.pdf



（参考）
令和７年度全国労働衛生週間（10月１日～７日）の準備期間
（９月１日～９月３０日）の重点事項にも「化学物質による健康障害
防止対策に関する事項」が挙げられています。この機会に、自社の
取組状況を点検しましょう。

a. 製造者・流通業者が化学物質を含む製剤等を出荷する際のラベル表示・安全データシート
（SDS）交付等の徹底及びユーザーが購入した際のラベル表示・SDS 交付等の状況の確認 

b. SDS 等により把握した危険有害性に基づくリスクアセスメントの実施とその結果に基づく
ばく露濃度の低減や適切な保護具の使用等のリスク低減対策の実施（業種別・作業別の化学
物質管理マニュアル（建設業、ビルメンテナンス業、食料品製造業など）に基づく対策等の
実施を含む） 

c. ラベル・SDS の内容やリスクアセスメントの結果に関する労働者に対する教育の実施

d. 皮膚接触や眼への飛散による薬傷等や皮膚からの吸収等を防ぐための適切な保護具や汚染
時の洗浄を含む化学物質の取扱上の注意事項の確認 

e. 中小規模事業場を中心とした特定化学物質障害予防規則等の特別規則の遵守の徹底 

f. 危険有害性等が判明していない化学物質を安易に用いないこと、また、危険有害性等が不
明であることは当該化学物質が安全又は無害であることを意味するものではないことを踏ま
えた取扱物質の選定、ばく露低減措置及び労働者に対する教育の推進 

g. リスクアセスメント対象物健康診断、特殊健康診断等による健康管理の徹底 

h. 塗料等の剥離作業における剥離剤による健康障害防止対策の徹底
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https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_60242.html



化学物質に係る労働災害発生状況
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化学物質の性状に関連の強い労働災害
発生状況
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事故の型別 発生状況

有害物等との接触 爆発 火災

化学物質の性状に関連の強い労働災害（事故の型が有害物等との接触、爆発、火災によるも
の）は、直近 10 年間を見ると、全国で年間 500 件前後で推移しており、減少は見られない。 

https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001339306.pdf
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化学物質の性状に関連の強い労働災害
発生状況

https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001339306.pdf

右のグラフは、化学物質の
性状に関連の強い労働災害の
うち、「有害物等との接触」
による労働災害の３年分（令
和元年から３年）の 1,229 件
について、どのような作業中
に発生したかを示したもの。

製造作業中が 1 割程度であ
るのに対し、清掃・洗浄作業
中が約３割（382 件）、移し
替え・小分け・交換・補充作
業中（124 件）、点検・修
理・メンテナンス作業中（99 
件）がそれぞれ１割程度と
なっており、非定常作業にお
ける労働災害が多い。
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化学物質の性状に関連の強い労働災害
発生状況

https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001339306.pdf
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工程で使用する薬品
アルカリ性物質
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廃液・廃棄物
塗料
剥離剤
その他
石灰類
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工程で使用するアルカリ性液体
ボイラー液
電離放射線
離型剤
医療用薬品
樹脂系塗料

前掲スライドと同じ1,229件について、製品等別で発生状況を見ると、様々な業種で使用され
ている洗剤・洗浄剤による労働災害が約３割（371 件）を占め、圧倒的に多い。また消毒・除
菌・殺菌・漂白によるものも多い。
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化学物質の性状に関連の強い労働災害
発生状況

https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001339306.pdf

1,229件について、業種別で発生状況を見ると、化学工業（119 件）、金属製品製造業（88 件）よりも食料
品製造業（162 件）、小売業・飲食店（計 134 件）で多い。また、清掃・と畜業（97 件）、建築工事業・そ
の他の建設業（計 141 件）といった第三次産業や建設業など幅広い業種で発生している。
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家具・装備品製造業
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化学物質の性状に関連の強い労働災害
発生状況

https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001339306.pdf

食料品製造業
• 洗剤・洗浄剤による災害と消毒・除菌・殺菌・漂白による災害（計135件）が大半。
• 作業別では、清掃・洗浄作業中の災害が 99 件と大多数。以降、移し替え・小分け・交

換・補充作業中（21 件）、その他作業中及び他作業の影響（各７件）と続く。

【典型的な災害事例】
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化学物質の性状に関連の強い労働災害
発生状況

https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001339306.pdf

化学工業
• 原料による災害（28 件）が最多で、洗剤・洗浄剤による災害（20 件）、工程で使用する
薬品（15 件）がこれに続く。 

• 作業別では、製造作業中の災害（36 件）が最多で、清掃・洗浄作業中（25 件）が続く。

【典型的な災害事例】
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化学物質の性状に関連の強い労働災害
発生状況

https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001339306.pdf

清掃・と畜業
• 洗剤・洗浄剤による災害（38 件）が４割程度を占めているほか、廃液・廃棄物（10 件）
など様々な製品等による災害が発生。 

• 作業別では、清掃・洗浄作業中の災害（50 件）が半数以上を占める。

【典型的な災害事例】



災害の傾向や事例を知る重要性

 災害が発生した事業場を調査すると、リスクアセスメント自体は実
施されている場合が少なくない（化学物質に限らず）。

 しかし、災害の原因となった作業や起因物が、リスクアセスメント
の対象から漏れていたというパターンが目立つ。
（他現場のリスクアセスメント結果を流用している…

突発的に発生した急ぎの作業なのでリスクを検討していない…

等はよくあるパターン）

 リスクアセスメントに挙がっていないということは、事業場内でリ
スクとして認識（あるいは情報共有）されていないということを意味
する。

 したがって、効果の高いリスクアセスメントを実施するには、「ど
こにどのようなリスクがあるか」を見極める感度を高めることが重要
と言える。

 一般的に、「前代未聞の災害」という事例は稀であるため、過去の
災害の傾向や事例を知っておくことは、リスク感度を高める上で大変
有用である。

26
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こちらも
チェック

職場のあんぜんサイト
労働災害事例

https://anzeninfo.mhlw.go.jp/

anzen/sai/saigai_index.html



化学物質の自律的管理を

担保するための規制強化について

28



規制強化①
化学物質のリスクアセスメント
を進めるために必要な情報の提供

 最低限、事業場で使用している化学物質
の種類（又は危険有害性）と濃度が分から
なければ、リスクアセスメントができない。

 事業場が上記の情報を手に入れる手段は
主にＳＤＳと考えられる。

 したがって、リスクアセスメントの入り
口として、化学物質を譲渡する者（薬品製
造業者や卸業者など）が、正確なＳＤＳを
交付していることが重要となる。

29



30
労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律（令和７年法律第33号）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/an-eihou/index_00001.html



新たな化学物質規制項目
31

規 制 項 目 令和8年4月1日 令和8年10月1日

改正法の公布の日（令和
７年５月１４日）から起
算して５年を超えない範
囲内において政令で定め
る日

化学物質の譲渡等実施者による危険性・有害性情報
の通知義務違反に罰則（６か月以下の拘禁刑又は５０
万円以下の罰金）を設ける。

（安衛法第１１９条第４号）

〇

通知事項を変更した場合の再通知を義務化する（現
行は努力義務）。

（安衛法第５７条の２第２項）

〇

化学物質の成分名が営業秘密である場合に、一定の
有害性の低い物質に限り、代替化学名等の通知を認め
る。
なお、代替を認める対象は成分名に限ることとし、

人体に及ぼす作用や応急の措置等は対象としない。

（安衛法第５７条の２第３項～第６項）

〇

個人ばく露測定について、作業環境測定の一つとし
て位置付け、作業環境測定士等による適切な実施の担
保を図る。

（作業環境測定法ほか）

〇
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（参考）
ＳＤＳ電子化補助金

令和7年3月にSDS情報を電子的に
交換するための標準的なフォーマッ
トを厚生労働省が公開しました。 

そのフォーマットを活用したSDS
データの作成を支援するため、令和
７年度から化学物質の譲渡・提供者
等が当該フォーマットの活用のため
自社システムの改修を行う場合や、
新たにシステムを導入する場合等に、
中小企業を対象に、必要な費用の一
部を補助するものです。

（中央労働災害防止協会 公式ページより引用）

https://www.jisha.or.jp/chusho/sds/



規制強化②
個人ばく露測定の精度の担保

 現行（令和7年度現在）の労働安全衛生法令では、以下の場
合に個人ばく露測定の実施が義務付けられている。

① 屋内作業場において継続的に金属アーク溶接等作業を行
う場合（特化則第38条の21）

② 作業環境測定において第三管理区分から改善することが
困難な場合（有機則第28条の3の2など）

 個人ばく露測定は「作業に従事している労働者が有害物に
曝されている程度」を見積もり、その結果をもって保護具を
選定することを目的としたものであるため、「作業環境測
定」とは別の扱いとなっていた。

 「作業環境測定」ではないため、測定に従事する者につい
て法令上の資格要件がなく、精度の担保が問題視されていた。

33



１回目 ２回目

作業環境測定 作業環境測定

測定結果の評価
管理区分３

測定結果の評価
管理区分３

措置
※作業環境管理専門家

の意見聴取

※措置

作業環境測定

※測定結果の評価
管理区分３

専門家
意見聴取後

監督署へ報告

速やかに

直ちに
遅滞なく

直ちに

直ちに

これらの内容を
遅滞なく

改善可能と
判断した場合

直ちに

改善困難と
判断した場合

34

遅
滞
な
く

個人サンプリング測定等
（呼吸用保護具選定のため）

フィットテスト

保護具着用管理責任者
の選任

（作業主任者と兼務不可）

※の内容を労働者に周知管理区分３
の間

6か月に1回
個人サンプリング測定等
（呼吸用保護具選定のため）

1年に1回
フィットテスト

このループ内にある間は
作業環境測定の実施不要

補足①



個人サンプリング測定等の概要

以下のどちらかの方法で測定を実施する。

① 作業環境測定基準に定められている方法で行う個人サンプリング法（いわゆる
C・D測定）
（作業環境測定基準において個人サンプリング法の実施が認められていない
物質についてはA・B測定を行う）

② 労働者が作業に従事する全時間について行う個人ばく露測定（2人以上）
（作業環境測定基準において個人サンプリング法の実施が認められていない物
質を除く）

35

得られた測定値を用いて呼吸用保護具を選定する。

PFr ＝ C / C0

Cの決定基準

A測定のみまたはC測定のみを実施した場合 ：第一評価値

A・B測定またはC・D測定を実施した場合 ：第一評価値とB（D）測定のどちらか大きい値

個人ばく露測定を実施した場合 ：測定値のうち最大の値

PFr ：要求防護係数
C ：測定濃度値
C0 ：作業環境評価基準の

管理濃度

補足①
続き

https://www.jaish.gr.jp/anzen/hor/hombun/hor1-2/hor1-2-359-1-0.htm
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金属アーク溶接等作業について
健康障害防止措置が義務付けられます
（令和2年度パンフレット）

https://www.mhlw.go.jp/content/

11305000/000654441.pdf

補足②



令和5年度化学物質管理に係る専門家検討会
（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37528.html）

37



38
労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律（令和７年法律第33号）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/an-eihou/index_00001.html



新たな化学物質規制項目
39

規 制 項 目 令和8年4月1日 令和8年10月1日

改正法の公布の日（令和
７年５月１４日）から起
算して５年を超えない範
囲内において政令で定め
る日

化学物質の譲渡等実施者による危険性・有害性情報
の通知義務違反に罰則（６か月以下の拘禁刑又は５０
万円以下の罰金）を設ける。

（安衛法第１１９条第４号）

〇

通知事項を変更した場合の再通知を義務化する（現
行は努力義務）。

（安衛法第５７条の２第２項）

〇

化学物質の成分名が営業秘密である場合に、一定の
有害性の低い物質に限り、代替化学名等の通知を認め
る。
なお、代替を認める対象は成分名に限ることとし、

人体に及ぼす作用や応急の措置等は対象としない。

（安衛法第５７条の２第３項～第６項）

〇

個人ばく露測定について、作業環境測定の一つとし
て位置付け、作業環境測定士等による適切な実施の担
保を図る。

（作業環境測定法ほか）

〇
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有機溶剤中毒予防規則等の一部を改正する省令等の施行について
（個人ばく露測定を行う者の資格要件に係る法令の改正通達（令和8年10月1日施行））

令和6年4月4日付け基発0404第2号
有機溶剤中毒予防規則等の一部を改正する省令等の施行について
https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001241083.pdf

個人サンプリング測定等又は溶接ヒューム測定を
行う者の資格要件（概要）（令和8年10月1日施行）
実施範囲 資格要件

デザイン及びサンプリング
（右記の資格要件を満たす者を
「デザイン等資格者」という。）

⚫ 作業環境測定士であって、都道府県労働局長の登録を受けた者
が行うデザイン及びサンプリングに関する講習を修了した者

⚫ 公益社団法人日本作業環境測定協会の認定オキュペイショナル
ハイジニスト

⚫ 国際オキュペイショナルハイジニスト協会（IOHA）の国別認証
を受けている海外のオキュペイショナルハイジニスト若しくは
インダストリアルハイジニスト

サンプリング
（デザイン等資格者がサンプリン
グごとに指定する方法により行う
ものに限る。）

上記の者又は都道府県労働局長の登録を受けた者が行うサンプリ
ングに関する講習を修了した者

分析

測定しようとする化学物質に応じた試料採取及び分析に必要な機
器及び設備を保有する者であって、次のいずれかに該当する者
⚫ 第一種作業環境測定士
⚫ 作業環境測定機関（当該機関に所属する第一種作業環境測定士
が分析を行う場合に限る。）

⚫ 1級化学分析技能士（当該者が所属する事業場で採取された試
料の分析に限る。）



個人ばく露測定講習規程（「デザイン及びサンプリング」の場合） 41

個人ばく露測定講習規程
令和6年3月18日付け厚生労働省告示第93号
https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001241081.pdf

講習科目 範囲 講習時間

学科講習

個人ばく露測定
概論

個人ばく露測定の目的、個人ばく露測
定結果の評価、呼吸用保護具の選択

2時間

デザインに関す
る知識

個人ばく露測定に係るデザインの方法 3時間

サンプリングに
関する知識※

個人ばく露測定に係るサンプリングの
方法

1時間30分

労働衛生関係法
令

労働安全衛生法、労働安全衛生法施行令、労働安
全衛生規則、有機溶剤中毒予防規則、鉛中毒予防
規則、特定化学物質障害予防規則、粉じん障害防
止規則（それぞれ関係告示含む）

1時間

実技講習

デザイン 個人ばく露測定に係るデザイン 30分

サンプリング※ 個人ばく露測定に係るサンプリング 1時間

※作業環境測定士名簿に「個人サンプリング法を行うことができること」を登録済の場合は省略可能



個人ばく露測定講習規程（「サンプリング」のみの場合） 42

個人ばく露測定講習規程
令和6年3月18日付け厚生労働省告示第93号
https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001241081.pdf

講習科目 範囲 講習時間

学科講習

化学物質管理概
論

化学物質管理の概要 30分

個人ばく露測定
概論

個人ばく露測定の目的 30分

サンプリングに
関する知識※

個人ばく露測定に係るサンプリングの
方法

3時間

労働衛生関係法
令

労働安全衛生法、労働安全衛生法施行令、労働安
全衛生規則、有機溶剤中毒予防規則、鉛中毒予防
規則、特定化学物質障害予防規則、粉じん障害防
止規則（それぞれ関係告示含む）

30分

実技講習 サンプリング※ 個人ばく露測定に係るサンプリング 1時間30分

※作業環境測定士名簿に「個人サンプリング法を行うことができること」を登録済の場合は省略可能



（参考）個人ばく露測定講習機関の案内
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公益社団法人 日本作業環境測定協会
https://www.jawe.or.jp/kosyu/personal.html

公益社団法人 大阪労働基準連合会 関西労働衛生技術センター
https://www.kansai-center.or.jp/exposure_measurement.html

北九州病院グループ 一般財団法人 西日本産業衛生会
https://www.nishieikai.or.jp/training/environment/kojinbakuro/



余談

「個人ばく露測定」に関係する

安全衛生法令の改正が2回に分かれている理由

（施行日は令和8年10月1日で共通）

① まず、法令で義務付けられている「個人ばく露測定」
の実施者を有資格者（原則として作業環境測定士）に限
定することが決まった。
この時点では、引き続き、「個人ばく露測定」は作業

環境測定ではないという扱いであった。

② その後、「個人ばく露測定」自体を「作業環境測定」
に含めることになった。

44



化学物質の自律的管理の概要

45



使用する物質は
RA対象物か？

ばく露を最小限に
抑えるよう努める

化学物質管理者を選
任する。（RAの結
果、保護具を使用す
ることとした場合は
保護具着用管理責任
者も選任する。）

RA対象物は
濃度基準値
設定物質か？

労働者が当該物質にばく露される程度が
濃度基準値を超えるおそれがある場合

（八時間濃度基準値の2分の1程度超が目安）
は確認測定を実施する。

測定結果はRAにフィードバックする。
（代替物や呼吸用保護具等、措置の再検討。）

皮膚等障害
化学物質等
か？N

Y

適切な保護具
（保護眼鏡や
保護手袋等）
を使用する

Y

RAを実施し、ばく露を
最小限にする措置を講
じるほか、必要に応じ
てRA健康診断を実施。
また、措置に対する労
働者の意見等の記録を
毎年作成し保存・周知。

化学物質管理の
おおまかな流れ

46
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出典：ケミサポ

https://cheminfo.johas.go.jp/step/3-1.html

リスクアセスメントの流れ



（参考）
労働安全衛生法に基づく
化学物質管理の相談窓口

48

https://technohill.co.jp/telsoudan/



「ばく露される程度を最小限にする」
とは？

（ばく露の程度の低減等）

第577条の2第1項 事業者は、リスクアセスメント対象物を
製造し、又は取り扱う事業場において、リスクアセスメン
トの結果等に基づき、労働者の健康障害を防止するため、
代替物の使用、発散源を密閉する設備、局所排気装置又は
全体換気装置の設置及び稼働、作業の方法の改善、有効な
呼吸用保護具を使用させること等必要な措置を講ずること
により、リスクアセスメント対象物に労働者がばく露され
る程度を最小限度にしなければならない。

49

どこまで減らせば良いのか？



化学物質等による危険性又は
有害性等の調査等に関する指針
平成27年9月18日 危険性又は有害性等の調査等に関する指針公示第３号
令和5年4月27日改正 危険性又は有害性等の調査等に関する指針公示第４号

https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001091557.pdf

9 リスクの見積り
（1） 事業者は、リスク低減措置の内容を検討するため、安衛則第34 条の２の７第２項に基づき、次に掲げるいずれか

の方法（危険性に係るものにあっては、ア又はウに掲げる方法に限る。）により、又はこれらの方法の併用によりリス

クアセスメント対象物によるリスクを見積もるものとする。

（中略）

イ 当該業務に従事する労働者がリスクアセスメント対象物にさらされる程度（ばく露の程度）及び当該リスクアセス

メント対象物の有害性の程度を考慮する方法。具体的には、次に掲げる方法があること。

（ｱ）管理濃度が定められている物質については、

作業環境測定により測定した当該物質の第一評価値を当該物質の管理濃度と比較する方法

（ｲ）濃度基準値が設定されている物質については、

個人ばく露測定により測定した当該物質の濃度を当該物質の濃度基準値と比較する方法

（ｳ）管理濃度又は濃度基準値が設定されていない物質については、

対象の業務について作業環境測定等により測定した作業場所における当該物質の気中濃度等を

当該物質のばく露限界と比較する方法

（ｴ）数理モデルを用いて対象の業務に係る作業を行う労働者の周辺のリスクアセスメント対象物の気中濃度を

推定し、当該物質の濃度基準値又はばく露限界と比較する方法

（ｵ）リスクアセスメント対象物への労働者のばく露の程度及び当該物質による有害性の程度を

相対的に尺度化し、それらを縦軸と横軸とし、あらかじめばく露の程度及び有害性の程度に応じて

リスクが割り付けられた表を使用してリスクを見積もる方法
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10 リスク低減措置の検討及び実施

（1）事業者は、法令に定められた措置がある場合にはそれを必ず実施するほ

か、法令に定められた措置がない場合には、次に掲げる優先順位でリスクア

セスメント対象物に労働者がばく露する程度を最小限度とすることを含めた

リスク低減措置の内容を検討するものとする。ただし、9(１)イの方法を用い

たリスクの見積り結果として、労働者がばく露される程度が濃度基準値又は

ばく露限界を十分に下回ることが確認できる場合は、当該リスクは、許容範

囲内であり、追加のリスク低減措置を検討する必要がないものとして差し支

えないものであること。

51化学物質等による危険性又は
有害性等の調査等に関する指針
平成27年9月18日 危険性又は有害性等の調査等に関する指針公示第３号
令和5年4月27日改正 危険性又は有害性等の調査等に関する指針公示第４号

https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001091557.pdf



 法令上、リスクアセスメント対象物にばく露される程度の
「最小限度」とは何か、明確に定義されていない。

 しかし、指針により、各物質の作業場内の濃度が、濃度基
準値等を十分に下回る場合は、追加のリスク低減措置は不要
（事実上の「最小限度」扱い）とされている。
（「十分に」とはどの程度か？という問題は残りますが）

 したがって、消費量が僅少であったり、既に設備的対策が
講じられている等により、作業場内のリスクアセスメント対
象物の濃度を十分に低く抑えることが可能であり、かつ作業
内容に変動がないならば、濃度の実測を行うことが最も明朗
かつ効率的なリスクアセスメント手法となる可能性がある。
（ただし、非定常業務は別途リスクの検討が必要なことに注意。）
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「ばく露される程度を最小限にする」
とは？



問い合わせの例
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問い合わせの例①
短時間濃度基準値のみがある物質の
確認測定の実施基準について知りたい

 「化学物質による健康障害防止のための濃度の基準の適用等に関する技術上
の指針」（令和５年４月 27 日技術上の指針公示第24号）において、数理モデ
ルによる解析の結果等により、気中濃度が８時間濃度基準値の２分の１程度を
超えると評価された場合は、確認測定を実施することとされている。

 一方で指針上、短時間濃度基準値のみがある物質の確認測定の実施基準は、
示されていない。

 しかし、法令上は８時間濃度基準値と短時間濃度基準値のどちらも超えては
いけない。（つまり、後者のみがある場合も、当然これを超えてはいけな
い。）

 指針に記載のある確認測定は法令上の義務ではないが、労働基準監督機関等
に対して、濃度基準値以下であることを明らかにできる必要があることから、
短時間濃度基準値についても、これを超えていないと説明できる合理的な根拠
がないのであれば、確認測定を実施することが望ましいとは言える。

 なお、参考として、CREATE-SIMPLEのマニュアル（2025年7月版）では、
「吸入（短時間）は、リスクレベルⅢ※以上の場合には、確認測定等を実施す
ること」とされていることに留意。

※リスクレベルⅢ（短時間の評価）：ばく露限界値×１０≧推定ばく露濃度範囲の上限＞ばく露限界値
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職場のあんぜんサイト：
CREATE-SIMPLE（クリエイト・シンプル）

https://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/

anzen/kag/ankgc07_3.htm



（参考）濃度基準値設定物質の
分析が可能な測定機関一覧

下記のサイトに、濃度基準値設定物質ごとの、分析可能な作業環境測定機
関のリストが掲載されています。（作業環境測定機関登録番号の最初の2桁
が28であれば兵庫県内の機関です。）

公益社団法人日本作業環境測定協会

https://www.jawe.or.jp/topics/analysis.html
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問い合わせの例②
第三管理区分措置状況届に
添付する書類について知りたい

 作業環境測定を実施した結果、第三管理区分と判定され、その後の作業
環境改善が困難な場合、所轄の労働基準監督署あてに「第三管理区分措置
状況届」を提出しなければならない。

 当該届に添付する資料に関しては規則条文内に言及がないが、届出様式
の備考（裏面）に以下のような記載があるので、これらを添付する。

56

有機溶剤中毒予防規則 様式第2号の3裏面の場合



問い合わせの例②続き
第三管理区分措置状況届に
添付する書類について知りたい

 前掲備考2②におい
て、第三管理区分措置
状況届には「作業環境
管理専門家から聴取し
た意見の内容を明らか
にする書面」を添付す
ることとされている。

 当該書面の様式は任
意であるが、厚生労働
省が作成した「作業環
境管理専門家の指導用
マニュアル」に参考様
式が掲載されており、
利用可能。
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作業環境管理専門家の指導用マニュアル

https://www.mhlw.go.jp/content/

11300000/001240051.pdf



問い合わせの例③
皮膚等障害化学物質等の保護具（手袋）は
JIS適合品でなければならないか

 皮膚等障害化学物質等を取り扱う場合の保護具の使用に関しては、労働
安全衛生規則第594条の2第1項において「不浸透性の保護衣、保護手袋、
履物又は保護眼鏡等適切な保護具を使用」とされているのみ。当該法令改
正に係る通達においても、「適切な保護具」とは何か、定義されていない。

 防じんマスクや防毒マスクと異なり、上記の保護具に関しては構造規格
も存在していない。また、「告示（指針）により選定基準を示す」とも定
められていないため、保護具が適切か否かの判断が難しい。

 この点に関し、厚生労働省のＱ＆Ａでは以下のように示されている。
Q. 皮膚等障害化学物質への直接接触を防止するための、保護具の選定に
あたって参考となる基準等はあるか？
A. 平成29年１月12日付で通達「基発0112第６号 化学防護手袋の選択、
使用等について」が発出されており、この通達に不浸透性の定義や化学防
護手袋の選択基準などが示されています。また、参考となるJIS規格は、
JIS T 8116（化学防護手袋）、JIS T 8005（防護服の一般要求事項）が制定
されています。
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化学物質による労働災害防止のための新たな規制（労働安全衛生規則等の一部を改正する省令
（令和４年厚生労働省令第91号（令和４年５月31日公布））等の内容）に関するQ＆A

https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/FAQ_20240228.pdf



 平成29年１月12日付基発0112第６号通達（特化則の改正に伴って発出さ
れたもの）において以下のように記載がある。

２ 化学防護手袋の選択に当たっての留意事項
労働安全衛生関係法令において使用されている「不浸透性」は、有害物等と直接接触する

ことがないような性能を有することを指しており、日本工業規格（以下「JIS」という。）
T8116（化学防護手袋）で定義する「透過」しないこと及び「浸透」しないことのいずれの
要素も含んでいること。（「透過」及び「浸透」の定義については後述） 化学防護手袋の選
択に当たっては、取扱説明書等に記載された試験化学物質に対する耐透過性クラスを参考と
して、作業で使用する化学物質の種類及び当該化学物質の使用時間に応じた耐透過性を有し、
作業性の良いものを選ぶこと。
なお、JIS T 8116（化学防護手袋）では、「透過」を「材料の表面に接触した化学物質が、

吸収され、内部に分子レベルで拡散を起こし、裏面から離脱する現象。」と定義し、試験化
学物質に対する平均標準破過点検出時間を指標として、耐透過性を、クラス１（平均標準破
過点検出時間 10 分以上）からクラス６（平均標準破過点検出時間 480 分以上）の６つのク
ラスに区分している（表１参照）。この試験方法は、ASTM F739 と整合しているので、ASTM 
規格適合品も、JIS 適合品と同等に取り扱って差し支えない。 また、事業場で使用されてい
る化学物質が取扱説明書等に記載されていないものであるなどの場合は、製造者等に事業場
で使用されている化学物質の組成、作業内容、作業時間等を伝え、適切な化学防護手袋の選
択に関する助言を得て選ぶこと。
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問い合わせの例③続き
皮膚等障害化学物質等の保護具（手袋）は
JIS適合品でなければならないか

化学防護手袋の選択、使用等について

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11300000-Roudoukijunkyokuanzeneiseibu/0112-6_2.pdf



 平成29年１月12日付基発0112第６号通達より抜粋（続き）

第３ その他の参考事項 

JIS T8116 に定められている「耐浸透性」及び「耐劣化性」の定義及び指標
は、以下のとおりである。 

１ 耐浸透性

JIS T8116 では、「浸透」を「化学防護手袋の開閉部、縫合部、多孔質材料
及びその他の不完全な部分などを透過する化学物質の流れ。」と定義し、品質
検査における抜き取り検査にて許容し得ると決められた不良率の上限の値であ
る品質許容基準［AQL：検査そのものの信頼性を示す指標であり、数値が小さ
いほど多くの抜き取り数で検査されたことを示す。］を指標として、耐浸透性
を、クラス１（品質許容水準[AQL]0.65）からクラス４（品質許容水準
[AQL]4.0）の４つのクラスに区分することとしている（表２参照）。 発がん
物質等、有害性が高い物質を取り扱う際には、クラス 1 など AQLが小さい化
学防護手袋を選ぶことが望ましい。
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問い合わせの例③続き
皮膚等障害化学物質等の保護具（手袋）は
JIS適合品でなければならないか



 平成29年１月12日付基発0112第６号通達では化学防護手袋の選定基準と
してJIS T8116を参照している。JIS T8116には「透過」「浸透」の定義
及び化学防護手袋の性能の考え方（クラス分けの基準）が記載されており、
上記通達ではこのクラス分けに則って保護具選定をするよう求めている。

 しかし、JIS適合品の保護具は不浸透性を持つことが保証されている一
方で、JIS適合品ではない保護具が不浸透性を持たないとは断言できない
（不浸透性は不明だが、不浸透性を持っている可能性もゼロではない）。
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問い合わせの例③続き
皮膚等障害化学物質等の保護具（手袋）は
JIS適合品でなければならないか

JIS適合品ではない保護具の使用は

禁止されているとまで言えるか？



 例えば、厚生労働省が発行してい
る「皮膚障害等防止用保護具の選定
マニュアル」において、耐透過性能
が不明な保護具を使用する場合の考
え方が記載されている（右図）。

 ただし、この場合も自社で試験を
行う等、何らかの方法で耐透過性能
を確認することが提案されている。

 また、この方法では耐浸透性能は
分からないため、JIS適合品でない
場合は、これを別途確かめなければ
ならないと考えることが妥当。
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皮膚障害等防止用保護具の 

選定マニュアル（2025年3月版 P.59）

https://www.mhlw.go.jp/content/

11300000/001443253.pdf

問い合わせの例③続き
皮膚等障害化学物質等の保護具（手袋）は
JIS適合品でなければならないか



 そのほか、耐透過性が不明な場合には厚生労働省が作成した「耐透過性能一覧表」の情報を参考
としてもよいとされているが、この場合もやはりJIS適合品でない場合は耐浸透性は不明である。

 まとめると、「保護具の素材が自社で使用する皮膚等障害化学物質等に耐えられるとの知見があ
る」（耐透過性）というだけでは保護具を選定する根拠として足りず、選定したその保護具自体が
労働者の健康被害を防止するに足る不浸透性（耐透過性＋耐浸透性）を持つことを客観的に示せな
ければならない（JIS適合品であればJISがその機能を担う）。

 また、自社で試験をする場合でも、試験の不備等により適切に不浸透性を検討出来ておらず、そ
のために労働者に健康被害が生じた（又は生じ得る状況となった）場合、保護具が「適切」ではな
かったこととなり、自社の責任を免れることは難しいと思われる。

 したがって、やはり一般論としてはJIS適合品の保護具を使用することが適当と言える。
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問い合わせの例③続き
皮膚等障害化学物質等の保護具（手袋）は
JIS適合品でなければならないか

皮膚障害等防止用保護具の 選定マニュアル（2025年3月版 P.80, 82）

https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001443253.pdf



ご清聴ありがとうございました。
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化学物質管理者が実施すべき自律的管理
の具体的内容（取組み）について

2025年９月19日（金）
豊田労働コンサルタント事務所
労働安全衛生コンサルタント

豊田 隆俊
1

日本作業環境測定協会兵庫支部
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1,537

１．全般的な体系他

化学物質管理者講習テキスト
第１版 2023年３月 厚生労働省版より



4化学物質管理者講習テキスト
第１版 2023年３月 厚生労働省版より



5

事業場の特定に応じた自主的な管理
関連指針

図 自律的な管理の枠組みのイメージ図

化学物質管理者講習テキスト
第１版 2023年３月 厚生労働省版より
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No 情報伝達の強化

1 名称等の表示・通知をしなければならない化学物質
の追加（法第57条、法第57条の2、令別表第
9）

2 SDS等による通知方法の柔軟化（安衛則第24条
の15 第1項、同第24条の15、第2項、同第34条
の2の3、同第34条の2の5第3項）

3 「人体に及ぼす作用」の定期確認及び更新
（安衛則第24条の15 第2項、同第34条の2の5 
第2項）

4 通知事項の追加及び含有量表示の適正化（安衛
則第34条の2の6）

表 政省令改正項目の一覧表
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No 情報伝達の強化

5 事業場内別容器保管時の措置の強化（安衛則第
33条の2）

6 注文者が必要な措置を講じなければならない設備の
範囲の拡大（令第9条の3第2号）
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No リスクアセスメント関連

1 ばく露を最小限度にすること（安衛則第577条の2 第
1項、同第577条の3）
ばく露を濃度基準値以下にすること（安衛則第577条
の2第2項）

2 ばく露低減措置等の意見聴取、記録作成・保存、
周知
（安衛則第577条の2第2項、第4項）

3 皮膚等障害化学物質への直接接触の防止（義務）
（安衛則第594条の2）

4 リスクアセスメント結果等に係る記録の作成保存（安衛
則第34条の2の8）
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No リスクアセスメント関連

5 リスクアセスメントの実施時期（安衛則第34条の2の7 
第1項）

6 リスクアセスメントの方法（安衛則第34条の2の7第2
項）

7 化学物質労災発生事業場等への労働基準監督署長
による指示（安衛則第34条の2の10）
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No 実施体制の確立

1 化学物質管理者の選任義務化（安衛則第12条の
5）

2 保護具着用管理責任者の選任義務化（安衛則第
12条の6）

3 雇入れ時等教育の拡充（安衛則第35条）

4 職長等に対する安全衛生教育が必要となる業種の拡
大（令第19条）

5 衛生委員会付議事項の追加（安衛則第22条第11 
号）
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No 健康診断関連

1 リスクアセスメント等に基づく健康診断の実施・記録作
成等（安衛則第577条の2第3項～第10項）

2 がん原性物質の作業記録の保存、周知（安衛則第
577条の2第11項）

3 化学物質によるがんの把握強化（安衛則第97条の
2）
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No 特別規則（特化則、有機則等）関連

1 管理水準良好事業場の特別規則（特化則、有機則
等）適用除外（特化則第2条の3、有機則第4条の
2、鉛則第3条の2、粉じん則第3条の2）

2 特殊健康診断の実施頻度の緩和（特化則第39条第
4項、有機則第29条第6項、鉛則第53条第4項、四
アルキル鉛則第22条第4項）

3 第三管理区分事業場の措置強化（特化則第36条の
3の2、同第36条の3の3、有機則第28条の3の2、同
第28条の3の3、鉛則第52条の3の2、同第52条の3 
の3、粉じん則第26条の3の2、同第26条の3の3、石
綿則第38条第3項、同第39条第2項）

法：労働安全衛生法・ 令：労働安全衛生法施行令・ 安衛則：労働安全衛生規則



13化学物質管理者講習テキスト
第１版 2023年３月 厚生労働省版より
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２．情報伝達の強化

1 名称等の表示・通知をしなければならない化学物
質の追加（法第57条、法第57条の2、令別表第
9）

2 SDS等による通知方法の柔軟化（安衛則第24条
の15 第1項、同第24条の15、第2項、同第34条
の2の3、同第34条の2の5第3項）
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懸念事項
・ 対象物質数の増加、1,537物質⇒2,316 物質
（令和８年４月１日）⇒2,465物質（令和9年４
月１日）
・ 濃度基準値設定物質 67物質⇒179物質（令和
７年10月１日）、がん原性物質 198物質⇒247物
質（令和９年４月1日）
皮膚等障害化学物質1,125物質 随時増加も注視
が必要
・ JISが2025年度更新される見込み
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① 対応；SDS交付数にも依存するが、SDS発行責
任担当部署（品質保証部）の設置や、社外機関へ
外注も必要か
② 現場対応；短期入場者などに対して、SDS教育
の代わりに、従業員へは、SDSを分かり易い形にし掲示
する、使用マニュアルを作成する。
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HP：職場あんぜんサイトより、

表 リスクアセスメント対象物質一覧表の一部抜粋
表示対象物、通知対象物

労働安全衛生規則別表第２

安衛
則別
表第
２の
番号

名称 英語名称 CAS RN ＊１
ラベル表示に
係る裾切値 (重
量％)

ＳＤＳ交付等
に係る裾切値
(重量％)

備考

1 1亜鉛 Zinc 7440-66-6 1 1

2 2亜塩素酸ナトリウム Sodium chlorite 7758-19-2 1 1

3 5アクリル酸イソオクチル Isooctyl acrylate 29590-42-9 1 1

4 6アクリル酸イソブチル Isobutyl acrylate 106-63-8 1 1

5 9アクリル酸２－エトキシエチル 2-Ethoxyethyl acrylate 106-74-1 1 1

6 17アクリル酸２－メトキシエチル 2-Methoxyethyl acrylate 3121-61-7 1 1

7 21アザシクロトリデカン－２－オン Azacyclotridecan-2-one 947-04-6 1 1

8 27アジピン酸ジブチル Dibutyl adipate 105-99-7 1 0.1
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政省令改正項目
情報伝達のNo4について

① 「人体に及ぼす作用」の５年以内ごとの確認と必
要な場合の更新が義務づけらているので、常に定期的
に情報を収集し、その内容を取り入れたSDS更新が
必要である。更新手順の標準化(通知対象物質送付
先を含む）を行い、その履歴は必ず残すことが求めら
れる。

3 「人体に及ぼす作用」の定期確認及び更新
（安衛則第24条の15 第2項、同第34条の2の5 
第2項）

4 通知事項の追加及び含有量表示の適正化（安衛
則第34条の2の6）
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➁ 今年の５月14日「労働安全衛生法及び作業環
境測定法の一部を改正する法律」で、通知対象物譲
渡者等（通知対象物を譲渡し、又は提供する者をい
う）がSDS交付等による通知義務を履行しなかった場
合に罰則を設けられることになった。（第119条）
また、SDSの通知事項に変更を行う必要が生じた場
合、変更事項の通知については努力義務とされていた
が、義務に引き上げることとされた。（第57条の２第２
項）
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③ 通知対象物の成分情報が、公然とは知られておら
ず製造元等で秘密として管理されている等の情報である
場合には、その旨を相手方にあらかじめ明示した上で、
代替化学名等（当該成分の化学名における成分の構
造又は構成要素を表す文字の一部を省略し、若しくは
置き換えた化学名又は厚生労働省令で定める事項を
いう）を定め、これを通知することをもって成分の通知に
代えることができるとされた。（第57条の２第３項、第
６項）
ただし、当該通知対象物による健康障害が生じ、医
師による診断、治療等のために必要があると求められた
時は、当該通知対象物の成分の情報を医師に開示し
なければならないとなった。（第57条の２第５項）
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① 法律条文
・事業場間のラベル表示（安衛法第57条）
・事業場内別容器の保管でのラベル表示（安衛則第
33条の２）

➁ タンク、反応器、パイプラインなどの表示は、
「危険性又は有害性の表示又は通知の促進に関する
指針」（平成24年３月16日厚生労働省告示第
113号、令和4年５月31日改正）とその解説（同
日付け基発0329第11号）に記載あり、その中に

5 事業場内別容器保管時の措置の強化（安衛則第
33条の2）
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代替手段として、
・「名称」および「人体に及ぼす作用」を表示し、必要に
応じて危険有害性を表す「絵表示」を表示するとある。
それ以外では
1・ 見やすい場所に掲示、
2・ 作業場に記載した一覧表を備え置く、
3・ 常時確認できる機器を置く、
4・（作業手順書又は作業指示書により伝達）
なお、４・はJISZ7253の5.3.3にあり、
あと、指針では、SDSは、「常時作業場の見やすい箇
所に掲示し、又は備え付ける方法で周知する。」 とい
う条文もある。
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小分け保管時のラベル
人体に及ぼす作用とは、
危険有害性情報のこと

小分け保管時の表示例

厚生労働省HPより



注文者が必要な措置を講じなければならない設備の
範囲の拡大

安衞法第31条の2の規定により、化学物質の製造･
取扱い設備の改造､修理､清掃等の仕事を外注する注
文者は、請負人の労働者の労働災害を防止するため､
化学物質の危険性及び有害性、作業において注意す
べき事項､安全確保措置等を記載した文書を交付しな
ければならないと書かれており、この措置の対象となる設
備の範囲を拡大

24

6 注文者が必要な措置を講じなければならない設備
の範囲の拡大（令第9条の3第2号）
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《現行》
１・ 化学設備（危険物製造・取扱い設備）
２・ 特定化学設備（特定第２類物質・第３類物質
製造・取扱い設備）

（改正後）下線部の追加
１・ 化学設備（危険物製造・取扱い設備）
２・ 通知対象物質（労働者に危険・健康障害を生じ
るおそれのある物質）の製造・取扱い設備（現行の特
定化学設備を含む）
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文章を交付
1・ 化学物質等の危険性及び有害性
2・ 当該作業の安全衛生上の注意点
3・ 当該作業について講じた安全衛生確保措置
4・ 事故発生時の応急措置   
（法第31条の２）

・関係請負人が他へ注文する場合は、その
関係請負人にも交付された文書の写しを
その関係請負人から、交付が必要
（一人親方へも）
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３．リスクアセスメント関連

1 ばく露を最小限度にすること（安衛則第577条の2 
第 1項、同第577条の3）
ばく露を濃度基準値以下にすること（安衛則第577
条の2第2項）

2 ばく露低減措置等の意見聴取、記録作成・保存、
周知
（安衛則第577条の2第2項、第4項）
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規制内容 義務的事項 努力義務的事項

①、➁ともに設
定されている

それぞれを超え
ないこと

➁について、①を超える回数が４回を
超えないこと。（4回までOK）
その間隔が１時間以上であること。

①、➁のいずれ
かが設定されて
いる

それを超えない
こと

①あり、➁なしの場合、➁が①の3倍
を超えないこと。

➁のなかで天井値があるものについて
は、いかなる短時間のばく露も超えな
いこと（技術上の指針では４物質）

①、➁のなかで同一の機序で同一の
標的臓器の有害性を有する複数の
混合物の場合は、物質ごとに計算し
て、換算値が１を超えないこと

①８時間濃度基準値（８時間時間加重平均値）
➁短時間濃度基準値（15分間時間加重平均値）

表 濃度基準値等による義務的事項、努力義務的事項
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CREATE-SIMPLEで対応

個人ばく露測定

化学物質管理者講習テキスト
第１版 2023年３月 厚生労働省版より
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① ツールは、有害性は、CREATE-SIMPLE採用
が妥当
・ツールでのリスク判定は、各部署で実施し、各部
署の担当者に役割を担わせて、リスクアセスメントを
実施する。
・トップ参加のもので事業場内でのレベル合わせを
実施する。
・データは社内DBで管理、追加低減対策が必要
なもので予算化が必要なものは、部署間の平等性
を考慮し、衛生委員会やリスク判定会議などで議
論し、事業場としてのリスク判定結果を纏める。
・内容は、化学物質管理者が常に閲覧できるよう
にする。



31

➁ CREATE-SIMPLEでの確認測定の要否での
判断
技術上の指針において、濃度基準値が設定され
た物質については、８時間濃度基準値の２分の１
を超える推定結果（または短時間濃度基準値を
超える推定結果）となった場合は、確認測定をす
ることとされている。CREATE-SIMPLEのリスク判定
で、Ⅱ-B、Ⅲ、およびⅣ（短時間ではⅢ、Ⅳ）と
判定された場合は、確認測定の対象と考えられる。
なお、この判定は、呼吸域での濃度に基づくもので
あり、呼吸用保護具を使用した場合の濃度ではな
い。従って、呼吸用保護具未装着時のリスクレベル
で判定する必要がある。



実施可能な呼吸用保護具以外の低減対策を講じた内容を再度
「現状」に入れて、リスクレベル判定を仰ぐ。それでもⅡ-Bや
Ⅲなら確認測定を実施すること。
あと使用予定の呼吸用保護具を「対策」でいれ、濃度基準値を
クリアーできるか判定すべし。
メーカー証明書付き呼吸用保護具使用もOK。

32
CREATE－SIMPLEマニュアルより



項目 主な内容

測定対象
者の選定

均等ばく露作業ごとに選定する。
・最大ばく露労働者に着目する
・8時間濃度基準値測定は最低2名
・短時間濃度基準値測定は、1名
・特定できない場合は、従事者人数の1/5
複数データは、平均値の0.5～2倍に収まるべき（均等
ばく露作業の定義）

採取時間
（8時間濃
度基準値)

・連続する8時間の測定が原則
・均一ばく露が明らかな場合に限り短縮可能
（過去の測定結果、作業工程の観察等により判断）
・短時間（15分間）作業の場合は、ばく露作業の時
間のみ

採取時間 最もばく露の程度が高いと推定される15分間を含む3
回程度

表 確認測定の実務上の主な内容纏め

33
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項目 主な内容

測定 物質別に示された方法または同等以上の精度を有する
方法

採取器具
の装着位
置

労働者の身体、採取口は、呼吸域の30cm以内の前
方半円内

確認測定
の頻度

・呼吸域の濃度で判断
濃度基準値超え：6ヶ月以内ごと
濃度基準値の1/2超え：事業者判断で一定の間隔

その他 ・測定者には、有効な呼吸用保護具を装着させる。
・蒸気及びエアロゾル粒子が同時に存在する場合は、
両方の採取が必要な場合がある。（技術上の指針で
は３物質）



35厚生労働省リーフより



項目 詳細 備考

確認測定
の実施は

リスクアセスメントツール
等で呼吸域における濃
度が濃度基準値の1/2
を超える場合

CREATE-SIMPLEでは呼吸用
保護具を用いない状態で、判断
をする。

措置 濃度基準値以下とする
措置を講ずる

法遵守は、呼吸用保護具を用い
ることもOK。
指定防護係数を用いて、呼吸用
保護具の内側の濃度が、濃度基
準値を満足すればよい。

法令上の
位置づけ

安衛則第577条の2第
2項の「濃度基準値以
下としなければならない」
を証する1つの方法

超えるとリスクアセスメント対象物
健康診断（第4項診断）が必
要となる。違反の罰則＊は、法第
22条が根拠条文となる。

表 確認測定の基本的な考え方（技術上の指針より）

36＊６か月以下の懲役または50万円以下の罰金
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表 個人サンプリング法（個人ばく露測定）による測定の実施が不可と
なっている特定化学物質

分類 物質名

特定化学
物質

【12物質】
アルフアーナフチルアミン及びその塩、ベンゾトリクロリド、
アルキル水銀化合物、エチレンイミン、
クロロメチルメチルエーテル、コールタール、
ニッケルカルボニル、弗（ふつ）化水素、
ベータープロピオラクトン、
ペンタクロロフェノール及びそのナトリウム塩、
沃（よう）化メチル、硫化水素

令和２年厚生労働省告示１８号による改正（令和３年４月１日施行）
令和５年厚生労働省告示１７４号による改正（令和５年４月１７日公布）
令和６年厚生労働省告示１８７号による改正（令和６年４月１０日公布）より

・物質によっては、確認測定が個人ばく露測定の方法
でできない物質もある。（測定機関）
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③ 危険性に用いるツールを事業場内で統一する。
・CREATEーSIMPLE、支援ツール、および安衛則
第４章等の各条項を確認する方法＊などを採用す
る。
・高リスクや対策が難しい内容については、衛生委員
会の議題にあげ、予算化をはかるなど対策を事業者
は、実施する。
・危険性は、追及すれば、するほど労力を要すること
になる。リスクアセスメントの低減措置の実施は、まだ
努力義務である。

＊令別表１に掲げる危険物や安衛則の危険物でないが同様
の危険性を有するリスクアセスメント対象物も含む
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① CREATE-SIMPLEの危険性評価
潜在的な危険性に気づくことが主目的、災害に至るシ
ナリオを洗い出す、プロセスごとの評価もできないので、リ
スク低減措置策のアドバイスは、得られない。

➁ 「爆発・火災等のリスクアセスメントのためのクリー
ニング支援ツール」
化学物質や作業プロセスの危険性リスクを「知る」ための
支援ツールであり、低減策のヒントが得ることができる。
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③ JISHA方式：爆発・火災防止のための手法と漏
洩などの事故原因に基づく健康障害を防止する手法、
がある。
参考図書
中央災害防止協会（JISHA）の方式
「テキスト 化学物質リスクアセスメント」中央労働災

害防止協会 令和６年1月 第２版     

あとは、専門的手法として、
「安衛研 リスクアセスメント実施支援ツール」や
爆発火災事故時によく用いられるプロセスプラﾝト評価方
法であるFTA,ETA,FMEA,HAZOP,LOPAなどの方法
がある。



41化学物質管理者講習テキスト
第１版 2023年３月 厚生労働省版より
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分類 ツール 長所 短所

簡易
的な
手法・
ツール

スクリー
ニング
支援
ツール

・何らかの危険性
があることを把握す
ることができる。
・GHSやSDSの情
報を基に実施する
ことができる

・具体的な作業
条件を考慮して
いない。
（具体的にどの
ような対策を実
施すればよいか
決めることができ
ない。）
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分類 ツール 長所 短所

詳細
な解
析手
法

安衛研
手法
労働省
方式
JISHA
方式
HAZOP
など

・危険源を網羅的に
洗い出し、できる限り
想定外をなくすことが
できる（一度に全て
を検討するよりも、継
続的に実施・見直し
することが重要）
・具体的なリスク低
減措置を検討・実施
することができる。

・化学に関す
る知識や情
報が必要とな
る（難しい）
・膨大な作業
となる
（時間と労
力を要する）
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安衛研手法：2労働安全衛生総合研究所技術資
料､プロセスプラントのプロセス災害防止のためのリスクア
セスメント等の進め方､JNIOSH-TD-No. 5 (2015)
＊第二版へ
労働省方式：化学プラントにかかるセーフティ・アセスメン
トに関する指針（平成12年３月21日付け基発第
149号）
JIHSA方式：中央労働災害防止協会､化学物質によ
る爆発･火災を防ぐ､第２編第４章､pp. 108-152 
(2018)
HAZOP:高圧ガス保安協会､リスクアセスメント･ガイドラ
イン(Ver.2) (2016)



45化学物質管理者講習テキスト
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政省令改正項目

① 皮膚等障害化学物質に該当するかの定期的な
確認をする。（知らない間に増加）
CREATE-SIMPLEで判定が低くても、義務物質は、着
用すること。皮膚吸収性物質に留意。
耐透過性能一覧表を利用し、保護具メーカに確認する。
② 保護具関連は、保護具着用管理責任者が職務
なので、保護具着用管理責任者とのコミュニケーションを
密にとる。

3 皮膚等障害化学物質への直接接触の防止（義務）
（安衛則第594条の2）



47厚生労働省HPより
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表 耐透過性能一覧表
耐透過性能一覧表 参考資料2

2024年2月時点

以下の透過試験データはあくまで現時点のものであり、
新たなデータを入手した場合等に内容が変更されることがあります。

構造分類番号

種類

CAS登録番
号

物質名称

材料 ニトリルゴム ニトリルゴム ニトリルゴム ニトリルゴム
天然ゴム

（ラテックス）

ブ
チ
ル
ゴ
ム

クロロプレンゴム
ポリビニルアルコール

（PVA）
クロロスルホン化ポリエチレン

（CSM）
ポリ塩化ビニル ウレタン フッ素ゴム/ブチルゴム クロロプレン/天然ゴム

ニトリル/ネオプレンゴ
ム

ポリ塩化ビニル/ニトリルゴ
ム

多層フィルム
（LLDPE）

多層フィルム
（EVOH）

その他多層/複層フィルム

皮膚刺激性
有害物質

皮膚吸収性
有害物質

特化則等 厚さ（mm）

0.1
*0.11
**0.12

***0.13

0.2
0.3

*0.38
0.45

*0.46
0.23

0
.
3
5

0.18
*0.45

- 0.9 - 0.5 0.3
0.68
*0.70

0.2
*0.38

- 0.062 0.06 -

- 50-21-5 乳酸 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - ◎

293 ● 50-32-8 ベンゾ［ａ］ピレン ◎ ◎ ◎ ◎ × ◎ ○ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ×

103,224,242,31
6

● 50-78-2 アセチルサリチル酸 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ -

148,261,274 ● ● 51-75-2 ビス（２－クロロエチル）メチルアミン（ナイトロジェンマスタード） - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- ● ● 52-51-7 ２－ブロモ－２－ニトロプロパン－１，３－ジオール（別名ブロノポル） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ -

261,462 ● 52-68-6 ジメチル＝２，２，２－トリクロロ－１－ヒドロキシエチルホスホナート（別名トリクロ
ルホン又はＤＥＰ）

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ -

293 ● 53-70-3 ジベンゾ［ａ，ｈ］アントラセン ◎ ◎ ◎ ◎ × ◎ ○ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ -

271 ● ● 54-11-5 ３－（１－メチル－２－ピロリジニル）ピリジン（別名ニコチン） ×* △ ○ ○ × ◎ × - - - - ◎ × △ × ◎ ◎ ◎

450 ● 55-18-5 Ｎ－ニトロソジエチルアミン × × × △ × ◎ × × - - - ○ × × × ◎ ◎ ◎

279,316,502 ● 55-38-9 チオりん酸Ｏ，Ｏ－ジメチル－Ｏ－（３－メチル－４－メチルチオフェニル）【フェンチ
オン】

× △ △ ○ × ◎ × - - - - ◎ △ △ × ◎ - -

148,263,274 ● 55-56-1 クロルヘキシジン ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ -

442,510 ● ● 55-63-0 ニトログリセリン - - - - - - - - - - - - - - - - - -

330,441 ● 55-68-5 硝酸フェニル水銀 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ -

148 ● 56-18-8 ３，３’－イミノジ（プロピルアミン） × △ △ ○ × ◎ ○ × - - - ◎ ○* ○ ○ ◎ - ◎

462 ● 56-38-2 パラチオン × △ ◎ ◎ × ◎ × - - - - ◎ × △ △ ◎ - ◎

293 ● 56-55-3 ベンゾ［ａ］アントラセン ◎ ◎ ◎ ◎ × ◎ ○ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ -

122,263,316,41
0

● 56-72-4 Ｏ－３－クロロ－４－メチルクマリン－７－イルＯ，Ｏ－ジエチルホスホロチオアート
【クマホス】

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ -

148,274 ● 57-06-7 イソチオシアン酸アリル - - - - - - - - - - - - - - - - - -

261 ● 57-74-9 １，２，３，４，５，６，７，８，８－オクタクロロ－２，３，３ａ，４，７，
７ａ－ヘキサヒドロ－４，７－メタノ－１Ｈ－インデン（別名クロルデン）

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

- ● 57-92-1 １，１’－［（１Ｒ，２Ｒ，３Ｓ，４Ｒ，５Ｒ，６Ｓ）－４－（｛５－デオキ
シ－２－Ｏ－［２－デオキシ－２－（メチルアミノ）－アルファ－Ｌ－グルコピラノシ
ル］－３－Ｃ－ホルミル－アルファ－Ｌ－リキソフラノシル｝オキシ）－２，５，６
－トリヒドロキシシクロヘキサン－１，３－ジイル］ジグアニジン（別名ストレプトマイシ
ン）

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ -

261 ● 58-89-9 １，２，３，４，５，６－ヘキサクロロシクロヘキサン（リンデン） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

263,316 ● 59-50-7 ４－クロロ－３－メチルフェノール ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ -

- ● 59-89-2 Ｎ－ニトロソモルホリン ○ ○ ◎ ◎ △ ◎ ○ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - -

145,170,274 ● 60-09-3 パラ－フェニルアゾアニリン - - - - - - - - - - - - - - - - - -

280 ● 60-34-4 メチルヒドラジン × × × × × ○ × × - - - △ × × × ○ - ◎

224,241,265,27
5

● 60-57-1 １，２，３，４，１０，１０－ヘキサクロロ－６，７－エポキシ－１，４，４
ａ，５，６，７，８，８ａ－オクタヒドロ－エキソ－１，４－エンド－５，８－ジ
メタノナフタレン（別名ディルドリン）

◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ -

292 ● ● 61-82-5 ３－アミノ－１Ｈ－１，２，４－トリアゾール（別名アミトロール） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ -

103,330 ● 62-38-4 酢酸フェニル水銀 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ -

145 ● ● 62-53-3 アニリン × × △ △ × ◎ × ◎ - △ - ◎ ○ △ △ ◎ ◎ ◎

521 ● 62-56-6 チオ尿素 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

103,261,330 ● 62-74-8 フルオロ酢酸ナトリウム ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ -

450 ● 62-75-9 Ｎ，Ｎ－ジメチルニトロソアミン × × × × × ○ × × - - - ○ × × × ◎ - ◎

233 ● 63-25-2 Ｎ－メチルカルバミン酸１－ナフチル【カルバリル】 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ×

- ● 63-92-3 フェノキシベンザミン塩酸塩 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ -

148,274 ● 64-04-0 ベータ－フェニルエチルアミン（別名フェネチルアミン） × × △ △ × ◎ × ◎ - - - ◎ × × × ◎ ◎ -

102 ● 64-18-6 ぎ酸 × △ △ △ △ ◎ ◎ × ◎ - - ◎ ◎ △ ○ ◎ × ◎

102 ● 64-19-7 酢酸 × × △* △* × ◎ ○ × - - - ◎ ○ △ ○ ○ × ◎

507 ● 64-67-5 硫酸ジエチル × △ ○ ○ × ◎ ○ - - - - ◎ ◎ △ ○ ◎ - ◎

103,261 ● 64-69-7 ヨード酢酸 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ -

105 ● ● 65-85-0 安息香酸 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - ◎ - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

311 ● 67-56-1 メタノール × × △ △ × ◎ △ × - - - ◎ △ △ ○ ◎ × ◎

503 ● 67-68-5 ジメチルスルホキシド ×* △ ○ ○* △ ◎ △ × - ◎ - ◎ ○ ○ △ ◎ ◎ ◎

261 ● 67-72-1 ヘキサクロロエタン ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ - - - ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ -

103,501 ● ● 68-11-1 メルカプト酢酸 × × △ △* △ ◎ △ × - - - ◎ ◎ △ ○ ◎ - ◎

132 ● 68-12-2 Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド × × △ △ × ◎ × △ - △ - ◎ △ × ○ ◎ ◎ ◎
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皮膚刺激性有害物質 皮膚吸収性有害物質

対象物質数
計1,125物質

805＋（共通）126 194＋（共通）126

確認方法 SDSのGHSで確認 通達のリストで確認

健康影響 皮膚や眼の局所影響
・化学熱傷、・接触性
皮膚炎など

全身影響
・意識障害、・特定臓器
障害（肝臓、腎臓、膀
胱など）

健康障害

図 皮膚刺激性・皮膚吸収性有害物質の概要

厚生労働周省「皮膚障害防止用保護具の選定マニュアル（第２版）」より一部変更
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対象 対象詳細 措置内容

特別則対象
特化則では
第1類5物質
第2類31物質

四エチル鉛則と、特化則第
44条など特別則の対象物
質等

不浸透性の保護手袋、
保護衣などの使用義務
（備え付けも）

皮膚刺激性805物質
皮膚吸収性194物質
共通126物質

健康障害を起こすおそれが
明らかな物質
（皮膚等障害化学物質
等）

その他の物質 健康障害を起こすおそれが
明らかなもの以外
（リスクアセスメント対象物
に限らず）

保護手袋や保護衣など
の使用努力義務

有害性情報該当せず＊ 健康障害を起こすおそれが
ないことが明らかなもの

皮膚等障害防止用の保
護具は不要

表 皮膚等に対する有害性ごとの措置

*GHS分類と提供されたSDS等に、「皮膚腐食性・刺激性」「眼に対する重篤な損傷性・眼
刺激性」「呼吸器感作性又は皮膚感作性」のいずれも区分に該当しないとされ、経皮による
健康有害性がないもの
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① 記録は、次ページの表のとおり、
・ リスクアセスメント対象物健康診断個人票保存５
年（がん原性関連保存30年）、項目に分けたDB管
理が望ましい。記録は、区切って１年ごとにまとめること。
・１号の措置の状況は、CREATE-SIMPLEで、健康
診断の結果に基づき講じた措置の状況もCREATE-
SIMPLEで追記や健診個人票に記載し保存、
・2号の労働者のばく露状況は、CREATE-SIMPLE
や個人ばく露測定データを保存、
・３号は個人別作業記録を作成、記録し保存、
・４号は、衛生委員会の議事録でよい。

4 リスクアセスメント結果等に係る記録の作成保存（安
衛則第34条の2の8）



号 記載すべき事項 ① ②

1 リスクアセスメント対象物に労働者がばく露され
る程度を最小限度とした措置の状況（濃度
基準値設定物質は、濃度基準値以下とした
措置の状況）、健康診断の結果に基づき講
じた措置の状況

3 3

2 業務に従事する労働者のばく露の状況 ３ 30

3 労働者の氏名、従事した作業の概要、作業
に従事した期間、がん原性物質により著しく汚
染された事態の概要及び事業者が講じた応
急の措置の概要

－ 30

4 関係労働者の意見の聴取状況 3 3

表 リスクアセスメントの結果に基づき講じた措置等の記録
（①：がん原性物質以外、②がん原性物質）安衛則第577条の2第11項の号

52
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① リスクアセスメント実施時期には、実施義務と努力
義務とされる場合があるので、意識をしておくこと。

② リスクアセスメントの方法は、
1・ 発生可能性と重篤度(主に、危険性）
2・ ばく露の程度と有害性の程度（主に、有害性）
3・ １・または２・に掲げる方法に準ずる方法 の３
種類がある。

5 リスクアセスメントの実施時期（安衛則第34条の2の
7 第1項）

6 リスクアセスメントの方法（安衛則第34条の2の7第2
項）
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① 自律的管理を取り進めており、化学物質労災が
発生していなければ、化学物質労災発生後に対応すれ
ばよく事前には特に不要。
➁ 指示が届くケースは、過去１年間程度で
1・ 重篤な化学物質労災発生、休業４日以上の化
学物質労災が複数発生
2・ 第３管理区分継続し、改善が見込まれない
3・ 特殊健診の有所見率が同業種平均から相当程
度高い
4・ 法令違反があり改善が見込まれない

7 化学物質労災発生事業場等への労働基準監督署長
による指示（安衛則第34条の2の10）



55化学物質管理者講習テキスト
第１版 2023年３月 厚生労働省版より
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４．実施体制の確立

① 化学物質管理者は、衛生管理者や安全管理者
クラスが実施する。事業場トップに意見具申ができる立
場で衛生委員会の出席メンバーとすること。
➁ 保護具着用管理責任者は、保護具の選択と
フィットテストの実施等、作業主任者のなかでの上位クラ
スからの選任が望ましい。

1 化学物質管理者の選任義務化（安衛則第12条の
5）

2 保護具着用管理責任者の選任義務化（安衛則第
12条の6）
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③ 保護具着用管理責任者の職務内容についても、
化学物質管理者も十分な知識習得を行い、検討
事項が発生したときは、協力して解決にあたる。

④ 複数の皮膚等障害化学物質を使用している
ケースでは、選定が非常に難しい。
（化学防護手袋メーカー、代理店を活用）
化学防護手袋の取説の内容記述がまだ充実して
いない現状がある。
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① 雇入れ時教育は、化学物質に関してのラベル表
示、SDS（GHS絵表示、危険有害性情報他）、リ
スクアセスメント結果ほか必要な措置の事項などを、化
学物質管理者が簡単な教育資料を作成し、社内の
詳しい者に依頼するか、時間を貰って直接教育するこ
とが望ましい。
➁ 職長教育は、外部受講、もしくはRSTトレーナーよ
り受講する。職長クラスは、前任者から引き継ぎを受け
るか、不十分なら、化学物質管理者が教育を実施す
る。

3 雇入れ時等教育の拡充（安衛則第35条）

4 職長等に対する安全衛生教育が必要となる業種の拡
大（令第19条）
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① 衛生委員会に参加し、新規化学物質購入、新
設備導入等変更などで、CREATE-SIMPLEのリスク判
定に影響を及ぼす恐れのある場合は、その関連情報を
毎月報告させる。

➁ 該当議題（付議事項など）がある場合は、議題
にあげる。

5 衛生委員会付議事項の追加（安衛則第22条第11 
号）
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衛生委員会の付議事項
1・ 労働者がばく露される程度を最小限度にするた
めに講ずる措置に関すること
2・ 濃度基準値以下とするために講ずる措置に関
すること
3・ 実施したリスクアセスメント対象物質健康診断
の結果および結果に基づき講ずる措置に関する事
項

それ以外に関係労働者の意見を聴く必要がある項
目は、
・ リスクアセスメント健康診断（第３項健診の要
否）
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① 化学物質管理者の役割としては、
1・ 化学物質の種類とそれを取り扱う作業者の把握
2・ 作業者が使用する化学物質による健康障害を
知る
3・ 健康診断結果のフィードバック
医療職と連携をとり､所属する事業場の従業員の健
康診断結果に異常が認められる場合には、その原因に
作業環境管理対策や作業管理対策の不備などによる
化学物質のばく露がないか検証することが必要である。

５．健康診断関連

1 リスクアセスメント等に基づく健康診断の実施・記録作
成等（安衛則第577条の2第3項～第10項）
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➁ 第３項健診の実施について、リスクアセスメントの
結果に基づき、関係労働者の意見を聴き､事業者が判
断できる材料を提供する。
（事業者が必要があると認めるときは、医師又は歯科
医師が必要と認める項目について､健康診断の実施が
必要となる。リスクアセスメントの結果、リスクが許容範囲
内と判断された場合には、定期健康診断等の際に化学
物質にかかる関連症状の訴え等を聴取することや、リスク
が許容範囲を超えていると判断された場合には､当該化
学物質にかかる有害性情報を基にしたスクリーニング項
目を含む健康診断の実施が推奨される。）
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③ 濃度基準値設定物質について、労働者が濃度基
準値を超えてばく露したおそれがあるときは、速やかに、
事業者の承諾得て、リスクアセスメント対象物健康診断
を実施し、その結果に基づき必要な措置を講じなければ
ならないため、対策案を提案する。



事業者が健康障害リスクを評価（健診の要否を判断）

産業医、健診機関の医師等が検査項目を選定

健診を実施

健診の継続の要（頻度・期間）否を事業者が産業医、健

診機関の医師等に意見聴取
64

図 リスクアセスメント対象物健康診断（第３項健診）の流れ

事業者がリスクアセスメントを実施

検査項目の検討を事業者が産業医、健診機関等に依頼
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(健康診断の要否の判断に当たって留意すべき事項)

1・ 1年以内ごとに作成する記録の時期に、労働者
のばく露の状況、工学的措置や保護具使用が適正
になされているかを確認し、実施の要否を判断するこ
とが望ましい。

2・ 事業者がリスクアセスメントを行った時点の作業
条件等から変化がないことを定期的に確認し、作業
条件等に変化がある場合は、リスクアセスメントを再実
施し、第３項健診の要否を判断し直すこと。
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3・ 発がんなどの遅発性の健康障害のおそれがある
物質については、過去の当該物質のばく露履歴(ばく
露の程度、ばく露期間、保護具の着用状況等)を考
慮し、健康診断の実施の要否について検討する必要
がある。 ⇒リスク評価を行い、低減策を講じること

4・ 健康診断の実施の要否の判断に際して、産業
医を選任している事業場においては、産業医の意見
を聴取すること。それ以外の場合は、健康診断実施
機関、産業保健総合支援センター又は地域産業保
健センターに必要に応じて相談することも考えられる。



化学物質管理者
等から提供される
情報

化学物質管理者
等による評価
（(産業医等が協
力）

職場巡視や化学物質管理
者や保護具着用管理責任
者からの情報等による総合
的な評価

健診要否の評価

濃度基準値
あり

呼吸域の濃度が8
時間濃度基準値
超えor短時間濃
度基準値超え
(※1)

工学的対策には
改善の余地があ
るが、当面は保
護具で十分に抑
制できるレベル

工学的措置又は保護具を
適正に使用（ばく露濃度は
基準値以下）

健診不要

工学的的措置の故障等又
は保護具の使用が不適切

健診義務（健康障
害発生リスクが許
容範囲超え）⇒第
４項健診の要否を
確認すること

呼吸域の濃度が8
時間濃度基準値
以下and短時間
濃度基準値以下
(※1)

呼吸域の濃度が
努力義務の濃
度基準（※2）を
満たしていな
い

工学的措置又は保護具を
適正に使用（ばく露濃度は
努力義務の基準以下）

健診不要

工学的措置の故障等又は
保護具の使用が不適切

健診推奨（健康障
害リスクが高い可
能性）

呼吸域の濃度が
努力義務の濃
度基準を満たし
ている

健診不要

表 リスクアセスメント結果に基づく第３項健診の要否の考え方
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化学物質管理
者等から提供
される情報

化学物質管理者
等による評価
（(産業医等が協
力）

職場巡視や化学物質管理
者や保護具着用管理責任
者からの情報等による総
合的な評価

健診要否の評価

濃度
基準
値な
し

職業
性ば
く露
限界
値等
があ
る

呼吸域や濃度
がばく露限界
値超え

工学的対策には
改善の余地があ
るが、当面は保護
具で十分に抑制
できるレベル

工学的措置又は保護具を
適正に使用（ばく露濃度
は限界値等以下）

健診不要

工学的措置又は保護具の
使用が不適切

健診推奨（健康障
害リスクが高い可
能性）

呼吸域の濃度
がばく露限界
値以下

健診不要

職業
性ば
く露
限界
値等
がな
い

(発がん性物
質などでは過
去の当該物質
のばく露履歴も
参考にする）

リスクアセスメン
トの結果、工学的
措置又は保護具
によるばく露低減
措置が必要

工学的措置又は保護具を
適正に使用

健診不要

工学的措置の故障等又は
保護具の使用が不適切

健診推奨（健康障
害リスクが高い可
能性）

リスクアセスメン
トの結果、工学的
措置又は保護具
によるばく露低減
措置は不要

健診不要
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化学物質管理
者等から提供
される情報

化学物質管理者
等による評価
（(産業医等が協
力）

職場巡視や化学物質管理
者や保護具着用管理責任
者からの情報等による総
合的な評価

健診要否の評価

不浸透性の保護手袋等の保護具を適切に使用せず、皮膚吸収性有害物質又は
皮膚刺激性有害物質に直接触れる作業を実施

健診推奨（健康
陣害リスクが高
い可能性）

※1 8時間作業では8時間濃度基準値、短時間作業では短時間濃度基準値
※2 8時間濃度基準値を超える短時間ばく露が1日に５回以上ある場合等、濃
度基準告示第3号に規定する努力義務を満たしていない場合

厚生労働省HP 及び
日本産業衛生学会 産業医部会 化学物質WG
2024年5月資料より抜粋引用、一部修正
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GHS分類 頻度

① 皮膚腐食性/刺激性、眼に対する重篤
な損傷性/眼刺激性、
呼吸器感作性、皮膚感作性、
特定標的臓器毒性（単回ばく露）によ
る急性の健康障害リスク

6か月以内に1回

② がん原性物質又はGHS分類の発がん性
の区分が区分1の物質による健康障害
発生リスク

1年以内ごとに1回

③ 上記①、②以外の健康障害（歯科領
域の健康障害を含む）発生リスク

3年以内ごとに1回

表 リスクアセスメント健康診断の実施頻度の設定
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① 結果の記録・保存は、前ページに既に説明済み。
1・ 受診労働者に対しては、健康診断結果の通知
2・ 異常所見があると診断された労働者に係る必要
な措置についての医師の意見を事業者が聴かねばなら
ずその手配を行う。
3・ 医師に意見聴取を行う上で必要となる労働者の
業務情報を求められたときには、その提供を行う。
⇒ヒトに対する発がん性が明確な物質については、濃度基準値
を設定することが困難とされている。特に技術上の指針にある9
物質、さらにはがん原性物質については、リスク低減策をでき
る限り講じること

2 がん原性物質の作業記録の保存、周知（安衛則第
577条の2第11項）
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従事した作業の
概要

作業に従
事した期間

ばく露の状
況

著しく汚染
される事態
の有無

著しく汚染さ
れる事態の
概要及び応
急措置

・作業工程、内容
・作業時間
・対象物質の使用
量
・使用温度
・換気設備
・保護具

●月～●日 CREATE-
SIMPLEで濃
度基準値以
下を確認

無し

大量漏洩、
検知管で確
認したが、
濃度基準値
を超れたと思
われる

×月×日
午後○時○
分～
午後△時△
分

事態：
別紙のとおり
応急措置：
第4項健診を
実施

図 作業記録の例

年

保存期間：30年
所属部署 課 氏 名 ●● ●●
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① 所轄労働局に報告する場合の事業者側の実施
対応をフォローする。
１年間に複数の労働者が同種のがんに罹患したことを
把握したときは､医師に当該がんへの罹患が業務に起因
する可能性についての意見を聴き、医師が、当該罹患
が業務に起因するものと疑われると判断した場合は、遅
滞なく、当該労働者の従事業務の内容等について、所
轄労働局長に報告しなければならない。
・10年以内に複数り患の場合は、望ましい。

3 化学物質によるがんの把握強化（安衛則第97条の
2）
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① 認定申請、許可をとれば、３年間は、除外される。
規制から外れるのは、有機則では、
実際には、局所排気装置の定期自主検査、作業環
境測定、貯蔵・空容器の処理 程度か、
残るのは、特殊健康診断と保護具、
認定取得要件は、各特別則毎となる。認定要件全て
のクリアーが必要で、ハードルが高い。

６．特別則関連

1 管理水準良好事業場の特別規則（特化則、有機則
等）適用除外（特化則第2条の3、有機則第4条の
2、鉛則第3条の2、粉じん則第3条の2）
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特別則の認定を受けるための要件（６項目）

１・ 認定を受けようとする事業場に、専属の化学物
質管理専門家が配置され、リスクアセスメントの実施およ
びその結果に基づく措置等を管理している。
２・ 過去３年間にその事業場で関係する特別則が
適用される化学物質等による死亡または休業４日以上
の労働災害が発生していない。
３・ 過去３年間に関係する特別則に基づき実施し
た作業環境測定の結果が全て第一管理区分に区分さ
れた。
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４・ 過去３年間に関係する特別則に基づき実施し
た特殊健康診断の結果、新たに異常所見があると認め
られる労働者が発見されなかった。
５・ 過去３年間に１回以上、リスクアセスメントおよ
びその結果に基づく措置について、外部の化学物質管
理専門家による評価を受け、必要な措置が適切に講じ
られていると認められる。
６・ 過去３年間に安衛法およびこれに基づく命令に
違反していない。

➁ 化学物質管理者と専属の化学物質管理専門家
が、協力し認定申請をすることになる。３年後の再認定
の届け出要件がまだ不明確である。
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① 特定化学物質、有機溶剤、鉛および四アルキル
鉛に関する特殊健康診断の実施頻度を、６ヵ月以内ご
とに１回から、１年以内ごとに１回に緩和することができ
る（製造禁止物質および特別管理物質に係る特殊健
康診断を除く）。
労働者ごとに判断、事業者判断で、変更可能。

2 特殊健康診断の実施頻度の緩和（特化則第39条
第 4項、有機則第29条第6項、鉛則第53条第4項、
四アルキル鉛則第22条第4項）
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適応要件（３つを全てクリアすること）

１・ 対象となる労働者が業務を行う場所における直
近３回の作業環境測定の評価結果が第一管理区分
に区分されたこと（四アルキル鉛を除く）。
２・ 直近3回の特殊健康診断の結果、労働者に新
たな異常所見がないこと。
３・ 直近の健康診断実施後に、軽微なものを除き
作業方法の変更がないこと。

➁ 健診担当部署及び衛生管理者と協力し対応す
る。
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① 第３管理区分が２回継続した場合の対応として、
作業環境測定機関等へ依頼し、作業環境管理専門
家に意見書の作成を依頼する。
➁ 「第三管理区分措置状況届出」を特別則毎に労
基署へ提出する。

3 第三管理区分事業場の措置強化（特化則第36条
の 3の2、同第36条の3の3、有機則第28条の3の2、
同第28条の3の3、鉛則第52条の3の2、同第52条
の3 の3、粉じん則第26条の3の2、同第26条の3の
3、石綿則第38条第3項、同第39条第2項）
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添付資料は、
１・ 作業環境管理専門家の資格要件書面
２・ 意見書
３・ 作業環境測定結果
４・ 個人サンプリング測定等の結果の写し
５・ フィットテストの結果の記録

③ 第３管理区分対象事業場は、作業環境測
定をA・B法から個人サンプリング法（C・D法（例
外あり））へ変更させることが必要となる。
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厚生労働省 リーフより
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A・B測定と個人サンプリング法(C・D）の比較

A・B測定 個人サンプリング法
（C・D測定）

測定の目的 有害物を取扱う作業が行われる作業場所の作業
環境の良否を評価し、環境改善対策の必要性を
明らかにすること。

デザ
イン

測定対
象物質

指定作業場におい
て取扱物質として
測定の対象に設定
した物質

指定作業場で取扱われる化
学物質のうち、以下のもの。
①個人サンプリング法対象特
化物
②鉛及びその化合物
③第1種、第2種有機溶剤
及び特別有機溶剤
④粉じん（遊離けい酸含有
率が著しく高いものを除く）
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A・B測定と個人サンプリング法(C・D）の比較

A・B測定 個人サンプリング法
（C・D測定）

デザ
イン

単位作
業場所

当該作業場の区域のうち、労働者の作業中の行
動範囲、有害物の分布等の状況に基づき定めら
れる作業環境測定のために必要な区域（作業環
境測定基準第2条）

測定点
（測定
対象
者）の決
定の考え
方

測定場所の床面
上に6ｍ以上の等
間隔で引いた縦横
線の交点の床上
50cmから150cm
の位置

均等ばく露作業ごと、それぞれ、
適切な労働者に対して行う。



A・B測定 個人サンプリング法
（C・D測定）

デザ
イン

測定点
（測定対
象者）の
数

・A測定は、一単位
作業場所につき5つ
以上を測定する。
・B測定は、最も濃度
が高くなる時間と作業
位置で測定する。

・C測定は、一単位作業場
所につき、均等ばく露作業の
労働者を5名以上測定する。
・D測定は、最も濃度が高く
なる時間で測定する。
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厚生労働省 HPより



A・B測定 個人サンプリング法
（C・D測定）

サン
プ
リ
ング

測定時間 ・1測定点ごとに継続
した10分間以上を測
定。
・一単位作業場所の
測定は、1時間以上。

・試料採取機器を装着した
労働者個々の均等ばく露作
業の全時間を測定（作業
時間が2時間を超える場合
であって、同一の作業を反復
して行う等、ばく露時間がほ
ぼ均等であることが明らかなと
きは、2時間を下回らない時
間）
・D測定の場合は、測定を継
続して15分間行う。
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作業管理としての個人ば
く露測定

個人サンプリング法
作業環境測定 C・D測定
（作業環境管理）

目的 個人のリスク評価・管理 場の評価・管理

採取 個人サンプラー 個人サンプラー

採取位置 呼吸域（呼吸用保護具
内）

呼吸域

測定時間 8時間または作業時間中 作業時間中

評価に用いる
値

8時間加重平均値、15分
間加重平均値、最大濃度

作業時間平均値

基準値 ばく露限界値（8時間）
（許容濃度、TLV-TWA、
TLV-STEL、TLV-C）

管理濃度

表 個人ばく露測定と個人サンプリング法の主な特徴
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作業管理としての個人ばく露測定

確認測定 溶接ヒューム測
定

第三管理区分
測定

単位作業場所 － － （考慮が必
要）

均等ばく露作業 定義あり 定義あり 定義あり

測定方法 個人サンプラー

測定デザイン 濃度基準値等
技術上の指針

アーク溶接告示 第3管理区分告
示

測定時間 8時間、15分間 全作業時間 全作業時間

測定点数 2以上が望まし
い（8時間測定）

2以上 2以上

表 個人ばく露測定の比較
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確認測定 溶接ヒューム測
定

第三管理区分
測定

試料採取方法・
分析方法

濃度基準値等
技術上の指針の
別表1に規定す
る方法

試料採取は、測
定基準の要件を
満足する分級装
置を用いるろ過
捕集
分析方法は、吸
光光度分析方
法もしくは原子
吸光分析方法
（マンガンで測
定）

測定基準に規
定する方法

要求防護係数
算出に用いる値

最大値



93この測定は、呼吸用保護具の選択が目的か
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今年５月の改正で
個人ばく露測定を作業環境測定に位置付け
従来は「作業環境の実態」を把握するためとされていた
作業環境測定が、「作業環境の実施（作業環境にお
ける労働者の有害な因子へのばく露の程度を含む。）を
把握するため空気環境その他の作業環境について行う
デザイン、サンプリング及び分析（解析を含む。）」と定
義され、個人ばく露測定が作業環境測定のひとつとして
位置付けられた。（第2条）
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また、従来の作業環境測定の実施義務に加えて、事
業者がリスクアセスメントを行う際に必要に応じて行う測
定（確認測定を含む個人ばく露測定）も、精度を担
保するため作業環境測定基準（昭和51年労働省告
示第46号）に基づき実施することが必要となった。
（第65条の３）。
⇒確認測定等については、個人ばく露測定講習（デザ
イン等講習）を修了した作業環境測定士に実施させ
なければならないことになる見込み。（令和８年10月
１日施行）
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７．その他 CREATE-SIMPLEでの演習
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① CREATE-SIMPLE８時間の推定ばく露濃
度の算出問題

トルエンを１３ℓ/回使用します。トルエンは、沸点111℃です。
含有量は、１００％です。スプレー作業で塗布面積が １m2を
超えます。換気は、工業的な全体換気です。
１日１時間、週５回、週５時間の作業で、年間１９２時間を超
えます。
半面形電動ファン付き防毒マスクを使用します。フィットテスト
も年１回実施して、始業時シールチェックも実施しています。

推定ばく露濃度は、（５０以上～５００未満）＊300＊1/50
＝300ｐｐｍ以上～3,000ｐｐｍ未満
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➁ CREATE-SIMPLE８時間の推定ばく露濃
度の算出問題

トルエンを１３ℓ/回使用します。トルエンは、沸点111℃です。
含有量は、１００％です。スプレー作業で塗布面積が １m2を
超えます。換気は、局所排気（外付け）の制御風速確認済み
です。
１日１時間、週５回、週５時間の作業で、年間１９２時間を超
えます。
半面形防毒マスクを使用します。フィットテストも年１回実施し
て、始業時シールチェックも実施しています。

推定ばく露濃度は、（５０以上～５００未満）＊100＊1/10
＊1／10＝50ｐｐｍ以上～500ｐｐｍ未満 99
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